
消防防災ヘリコプターの配備状況

１　平成２７年４月１日現在配備状況　７６機（４５都道府県、５５団体）
　
　(1) 消防庁ヘリコプター　　　　　５機（東京消防庁、京都市消防局、埼玉県
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮城県、高知県に無償使用）

  (2) 消防機関ヘリコプター　　　３１機（東京消防庁、１５政令指定都市）

  (3) 都道府県ヘリコプター　　　４０機（３８道県）
　

２　未配備県
　　２県（佐賀県と沖縄県）

３　千葉県、神奈川県、京都府、大阪府、福岡県は消防機関の保有・運航のみで、府県
　は保有・運航していない。
　　宮城県は、県で保有していないが、消防庁ヘリコプターを運航している。
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消防防災ヘリコプターの出動実績 

 

１ 消防防災ヘリコプターの出動件数の推移（平成 16 年から平成 25 年まで） 

(1) 合計出動件数は平成 23 年をピークに一旦減少したものの増加傾向にあり、平

成 25年中の出動件数は 6,868件である。（対平成 16年比 1,176件、20.7％増） 

(2) 救急件数は、平成 22 年をピークに一旦減少したものの、ここ 2 年は横ばい傾

向にあり、平成 25 年中の出動件数は 3,256 件である。（対平成 16 年比 900 件、

38.2％増） 

(3) 救助件数は、増加傾向にあり、平成 25年中の出動件数は 2,082件である。（平 

成 16年比 477件、29.7％増） 

 

２ 緊急消防援助隊としての主な出動状況（平成 16年から平成 25 年まで） 

(1) 平成 7年に緊急消防援助隊が創設され、緊急消防援助隊の中核となる部隊とし

て活動。 

(2) 特に平成 16年に多発した自然災害及び東日本大震災において、消防防災ヘリ

コプターの活動が大きく貢献。 

年 月 災 害 名 出動件数 救助・救急人員 

H 16. 7 新潟・福島豪雨 9 92 

H 16. 7 福井豪雨 9 187 

H 16. 10 新潟県中越地震 20 282 

H 20. 6 岩手・宮城内陸地震 43 149 

H 23. 3 東日本大震災 977 1,552 

H 25. 10 台風第２６号による伊豆大島の災害 109 0 
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※ その他には緊急消防援助隊による出動を含む。なお、平成23年の件数の主な増加要因は、東日本大震災によるもの。 
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   消防防災ヘリコプターの運航時間(平成２５年) 

 

１ 消防防災ヘリコプターの運航時間（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

【55 団体、全 76 機】 
1 機あたりの平均運航時間 
・災害出動   ･･･81.0 時間 
・訓練     ･･･136.1 時間 
・その他の業務 ･･･33.6 時間 
・総運航時間  ･･･250.8 時間 

（備考） 
１ 「その他の合同訓練」とは、管轄区域内の地上部隊等との連携訓練等をいう。 
２ 「自隊訓練」とは、操縦士の操縦訓練及び航空救助隊員を対象とした通信・救助訓練等 をいう。 
３ 「広域応援訓練」とは、相互応援協定及び緊急消防援助隊等に基づく出動を想定した訓練をいう。 
４ 「その他の業務」とは、試験・検査のための飛行、調査・撮影業務及び行政業務等をいう。 
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２ 消防防災ヘリコプターの運航時間（自主運航） 

 

 
 

 

【21 団体、全 40 機】 
1 機あたりの平均運航時間 
・災害出動   ･･･64.8 時間 
・訓練     ･･･110.1 時間 
・その他の業務 ･･･39.1 時間 
・総運航時間  ･･･214.1 時間 

 

３ 消防防災ヘリコプターの運航時間（民間委託運航） 

 

【35 団体、全 36 機】 
1 機あたりの平均運航時間 
・災害出動   ･･･99.1 時間 
・訓練     ･･･164.9 時間 
・その他の業務 ･･･27.6 時間 
・総運航時間  ･･･291.6 時間 

 

※ 岐阜県については、自主運航 1 機分（岐阜県の運航時間の 1/2）を計上 

※ 岐阜県については、民間委託運航１機分（岐阜県の運航時間の 1/2）を計上 



 

  消防防災航空隊の運航体制 

１ 運航形態（平成 27 年 4 月消防庁調べ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 混合は岐阜県(１機を自主運航、もう１機を民間委託運航) 

 

 

２ 災害対応体制（平成 27 年 4 月消防庁調べ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ その他は、平日日中(夜間参集対応)、週５日日中(夜間参集対応)、週５日日中(夜間対応なし) 

※ ２４時間常駐は隔日対応の宮城県と仙台市消防局を含む。 

【全５５団体】 

【全５５団体】 
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３ 操縦体制（原則、昼間帯） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ １人体制は、岡山市消防局・長野県・高知県の３団体。 

※ 岐阜県（混合・自主運航）を計上。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ ２人体制は、埼玉県・山梨県・岐阜県・奈良県の４団体(岐阜県、奈良県は事故後)。 

※ 岐阜県（混合・民間委託運航）を計上。 

【全５５団体】 

 

(1)  全体（平成 27年 4 月消防庁調べ） 

（2）自主運航（平成 27 年 4月消防庁調べ） 

(3) 民間委託運航（平成 27 年 4 月消防庁調べ） 

1 人体制 
3 団体 
14％ 

【全２１団体】 

【全３５団体】 

2 人体制 
18 団体 
86％ 

1 人体制 
31 団体 

91％ 

2 人体制 
4 団体 

9％ 



区分 番号 団体名 運航機数 機種 運航形態 運航委託会社 災害対応体制(夜間参集) 操縦体制(名)

1 札幌市消防局 2 412EP 自主 － 通年日中（夜間参集◯） 2

2 仙台市消防局 2 412EP 自主 － 通年24時間常駐【隔日】 2

3 千葉市消防局 2 AS365 自主 － 平日日中（夜間参集◯） 2

4 東京消防庁 8
AS365×4

EC225LP×3
AS332L1×1

自主 － 通年24時間常駐 2

5 横浜市消防局 2 AW139 自主 － 通年日中（夜間参集◯） 2

6 川崎市消防局 2 BK117 自主 － 通年24時間常駐 2

7 静岡市消防局 1 412EP 自主 － 通年日中（夜間参集×） 2

8 浜松市消防局 1 AS365 自主 － 週5日日中（夜間参集◯）） 2

9 名古屋市消防局 2 AS365 自主 - 通年日中（夜間参集◯） 2

10 京都市消防局 2 AS365 自主 － 通年24時間常駐 2

11 大阪市消防局 2 AS365 自主 － 通年日中（夜間参集◯） 2

12 神戸市消防局 2 BK117 自主（共同） － 通年日中（夜間参集×） 2

13 岡山市消防局 1 BK117 自主 － 通年日中（夜間参集×） 1

14 広島市消防局 1 AS365 自主 － 通年日中（夜間参集◯） 2

15 北九州市消防局 1 AS365 自主 － 通年日中（夜間参集◯） 2

16 福岡市消防局 2 AS365 自主 － 通年日中（夜間参集◯） 2

33 － － － － －

1 北海道 1 412EP 委託 朝日航洋 通年日中（夜間参集◯） 1

2 青森県 1 412EP 委託 中日本航空 通年日中（夜間参集×） 1

3 岩手県 1 412EP 委託 東邦航空 通年日中（夜間参集×） 1

4 宮城県 1 AS365 委託 東北エアーサービス 通年24時間常駐【隔日】 1

5 秋田県 1 BK117 自主 － 通年日中（夜間参集×） 2

6 山形県 1 AS365 委託 東北エアーサービス 通年日中（夜間参集×） 1

7 福島県 1 412EP 委託 中日本航空 通年日中（夜間参集×） 1

8 茨城県 1 BK117 委託 つくば航空 通年日中（夜間参集×） 1

9 栃木県 1 412EP 委託 本田航空 通年日中（夜間参集×） 1

10 群馬県 1 412EP 委託 東邦航空 通年日中（夜間参集×） 1

11 埼玉県 3
AS365×1
AW139×2 委託 本田航空 通年24時間常駐 2

12 新潟県 1 S76 委託 朝日航洋 通年日中（夜間参集×） 1

13 富山県 1 412EP 委託 東邦航空 通年日中（夜間参集×） 1

14 石川県 1 412EP 委託 中日本航空 通年日中（夜間参集×） 1

15 福井県 1 BK117 委託 セントラルヘリコプターサービス 通年日中（夜間参集×） 1

16 山梨県 1 S76 委託 （株）ジャネット 通年日中（夜間参集×） 2

17 長野県 1 412EP 自主 － 週5日日中（夜間参集×） 1

18 岐阜県 2
412EP
BK117 自主・委託 セントラルヘリコプターサービス 通年日中（夜間参集×） 2

19 静岡県 1 BK117 委託 静岡エアコミューター 通年日中（夜間参集×） 1

20 愛知県 1 412EP 委託 中日本航空 通年日中（夜間参集◯） 1

21 三重県 1 412EP 委託 中日本航空 通年日中（夜間参集×） 1

22 滋賀県 1 AS365 委託 大阪航空 通年日中（夜間参集×） 1

23 兵庫県 1 BK117 自主（共同） － 通年日中（夜間参集×） 2

24 奈良県 1 412EP 委託 東邦航空 通年日中（夜間参集◯） 2

25 和歌山県 1 412EP 委託 東邦航空 通年日中（夜間参集◯） 1

26 鳥取県 1 412EP 委託 朝日航洋 通年日中（夜間参集◯） 1

27 島根県 1 BK117 委託 セントラルヘリコプターサービス 通年日中（夜間参集◯） 1

28 岡山県 1 412EP 委託 四国航空 通年日中（夜間参集×） 1

29 広島県 1 AW139 委託 中日本航空 通年日中（夜間参集×） 1

30 山口県 1 BK117 委託 朝日航洋 通年日中（夜間参集×） 1

31 徳島県 1 BK117 委託 四国航空 通年日中（夜間参集×） 1

32 香川県 1 BK117 委託 四国航空 通年日中（夜間参集◯） 1

33 愛媛県 1 BK117 委託 愛媛航空 通年日中（夜間参集×） 1

34 高知県 2
S76

AW139 自主 － 通年日中（夜間参集◯） 1

35 長崎県 1 AS365 委託 オリエンタルエアブリッジ 通年日中（夜間参集×） 1

36 熊本県 1 AS365 委託 天草エアライン 通年日中（夜間参集×） 1

37 大分県 1 BK117 委託 九州航空 通年日中（夜間参集×） 1

38 宮崎県 1 412EP 委託 鹿児島国際航空 通年日中（夜間参集×） 1

39 鹿児島県 1 412EP 委託 鹿児島国際航空 通年日中（夜間参集×） 1

43 － － － － －

76 － － －

小計

合計
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消防防災航空隊の運航体制一覧
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基礎資料５ 

平成27年4月1日現在 

（平成27年4月消防庁調べ） 



消防防災ヘリコプターに係る財政措置 

 

１ 交付税措置 

(1) 政令市・特別区に対しては、普通交付税の消防費において普通態容補正の中で措置。 

   加算率＝１機あたり 0.01 

    ア 特別区、札幌市、仙台市、千葉市、横浜市、川崎市、名古屋市、京都市、大阪市、

神戸市、福岡市は 0.02 

    イ 静岡市、浜松市、岡山市、広島市、北九州市は 0.01 

 

(2) 都道府県に対しては、包括算定経費（総務費・消防防災費）に算入し措置。 

 

(3) 無償使用制度で使用している消防庁ヘリコプターについては、特別交付税にて措置。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 緊急消防援助隊設備費補助金 

【平成２６年度基準額】 

補助対象設備 基準額（千円） 措置率 

救助消防ヘリコプター 493,714 

１／２ 

ヘリコプター高度化資機材 108,000 

ヘリコプター消火用タンク 30,857 

ヘリコプター用衛星用電話 14,092 

ヘリコプターテレビ電送システム(機上設備) 72,176 

ヘリコプターテレビ電送システム(地上装置) 154,624 

 

基礎資料６ 

【特別交付税に関する省令（抜粋）】 
算式 

A×156,113 千円×0.5 
算式の符号 
 A 消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 50 条の規定に基づき当該都道府県が

無償で使用する国有の消防ヘリコプターの数として総務大臣が調査した数 
 



消防防災航空隊（自主運航）の操縦士の年齢及び養成・採用構成 

１ 操縦士の年齢別人数  （平成 27年 4月消防庁調べ） 

※ 平成 27年度到達年齢 

 
 

２ 消防防災ヘリ操縦士（自主運航）の年齢構成 （平成 27 年 4 月消防庁調べ） 

 
３ 消防防災ヘリ操縦士（自主運航）の養成・採用構成 （平成 27年 4月消防庁調べ） 

 

 ベテラン操縦士が大量退職 

 
（68 人 58.1％） 

  
 

全 117 人中 45 歳以上は 

68人（58.1％） 

自主養成とは･･･ 

消防業務に従事する消防吏員

（一般消防区分）として採用さ

れた者、又は選考により採用さ

れた無資格の者を、操縦士とし

て養成することを示す。 

基礎資料７ 



区分 番号 団体
操縦士人数

（人）
平均年齢
（歳）

平均総飛行時間
（時間）

計器飛行証明
（人）

操縦教育証明
（人）

1 札幌市消防局 4 50.0 4550.0 3 0

2 仙台市消防局 6 42.0 2200.0 3 0

3 千葉市消防局 4 54.8 4720.5 4 0

4 東京消防庁 27 43.4 2219.0 17 2

5 横浜市消防局 7 41.0 2119.4 1 0

6 川崎市消防局 7 48.7 3593.6 6 0

7 静岡市消防局 3 49.0 4185.0 1 0

8 浜松市消防局 3 48.6 3033.3 1 0

9 名古屋市消防局 5 42.6 2166.6 1 0

10 京都市消防局 9 46.0 2805.6 5 0

11 大阪市消防局 6 46.7 1571.8 1 0

12
神戸市消防局

（兵庫県を併任）
7 45.1 3138.9 2 0

13 岡山市消防局 3 49.0 4364.3 0 1

14 広島市消防局 3 46.0 2748.3 3 0

15 北九州市消防局 3 47.3 4700.0 0 0

16 福岡市消防局 5 44.4 3551.0 3 0

17 秋田県 6 43.5 3050.8 5 2

18 長野県 3 43.3 1783.3 0 0

19 岐阜県 2 46.0 3203.5 0 0

20 高知県 4 48.5 4511.5 3 0

117 59 5

45.4 2911.4

※　操縦士は、操縦士養成要員（無資格者）を含む。

都
　
道
　
府
　
県

合計

消防防災ヘリコプターの操縦士の現況（自主運航）

消
　
　
　
防
　
　
　
機
　
　
　
関

平均

基礎資料８ 

平成27年4月1日現在 

（平成27年4月消防庁調べ） 



 消防防災ヘリコプターの運航受託会社における操縦士の年齢構成 

１ 消防防災ヘリ運航受託会社における操縦士の年齢構成（平成 27 年 4 月消防庁調べ） 

     ※ 全１６社を対象に調査したもの、年齢については平成 27年度到達年齢 

 
 

２ 消防防災ヘリ運航受託会社における操縦士の年齢構成（平成 27 年 4 月消防庁調べ） 

   
３ 消防防災ヘリの操縦士の年齢構成（平成 27 年 4 月消防庁調べ） 

 

全 303 人中 45 歳以上は 

241 人（79.5％） 

全 133 人中 45 歳以上は 

115 人（86.5％） 

基礎資料９ 



事業用回転翼操縦士の年齢構成 

１ 事業用回転翼操縦士の年齢構成（平成 25 年 1 月国土交通省航空局調べ） 

※ 事業用回転翼操縦士は、航空運送事業、航空機使用事業、航空機製造、官公庁（航空 

局、海上保安庁、都道府県警察、自治体消防等）及び報道等をいい、自衛隊を含まない。 

 

２ 事業用回転翼操縦士の年齢構成（平成 25 年 1 月国土交通省航空局調べ） 

 

全 1,082 人中 45 歳以上は 

659 人（60.9％） 

【全 1,082 人 平均年齢 46.8 歳】 
 

基礎資料１０ 



操縦士不足により災害対応等に支障が生じた事案 

（平成 27年 4月消防庁調べ） 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全５５団体のうち１１団体に操縦士不足により災害対応等に支障が生じた事案が発

生している。 
 

① 欠員により、２機同時の運用が実施不可能な場合がある。（自主運航２団体） 
 

② 運航管理者が不在となる場合がある。（自主運航１団体） 
 

③ 病気や冠婚葬祭等があると運航に支障が生じる。（自主運航２団体） 
 

④ 操縦士に対する休日等の県外等への移動制限がある。（自主運航１団体） 
 

⑤ 通年日中から一時的であるが、週５日体制に移行。（自主運航２団体） 
 

⑥ 遠距離地域での２４時間運航の確保が不可能となった。（民間委託１団体） 
 
⑦ 過去に一度、人員調整が付かず、１日運休があった。（民間委託１団体） 

 
⑧ 機体更新（機種変更）に伴い、運航委託会社の操縦士が不足しており、運航（現行

機）や訓練（新機体）に支障が生じている。（民間委託１団体） 

【全５５団体】 

基礎資料１１ 



 

  操縦士の養成・確保上の問題点・課題（自主運航） 

（平成 27年 4月消防庁調べ） 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※神戸市消防局・兵庫県は共同運航（併任）のため、１団体として計上。 

※岐阜県（混合・自主運航）を計上。 

自主運航２０団体のうち、主に以下の理由が問題点・課題として挙げられている。 
（複数回答） 

 
〈採用関係〉 
ヘリコプター業界全体の操縦士不足（限定変更資格を保有している等の即戦力の操縦

士確保が困難）→９団体 
 
〈養成関係〉 
① 高額な養成費用→５団体 

 
② 長期間（数年）に及ぶ養成が必要→４団体 

 
③ 訓練時間の確保が困難（業務量の増大等による）→３団体 
 
④ 訓練場所の確保が困難→２団体 
 
〈人員配置〉 
 必要最低限の要員しか配置されておらず、普通（中途）退職等に対応できない。 
 →４団体 

【全２０団体】 

基礎資料１２ 



採用年度 年齢 操縦士免許 飛行時間
保有機種
限定変更

採用条件緩和

1 札幌市消防局 選考等（免許保有者） 25年度 47歳以下 事業用
総飛行

1000時間以上
× ×

2 仙台市消防局 選考等（免許保有者） 26年度 59歳以下
事業用
ＬＭＴ

× × ×

3 千葉市消防局 選考等（免許保有者） 11年度 40歳以下 事業用
機長

1000時間以上
× ×

4 東京消防庁 自主養成 － － － － － －

5 横浜市消防局 選考等（免許保有者） 26年度 43歳以下 事業用
総飛行

500時間以上
× ×

6 川崎市消防局 選考等（免許保有者） 27年度 38歳以下
事業用

ＬＳＴ/ＬＭＴ
総飛行

1000時間以上
× ×

7 静岡市消防局 選考等（免許保有者） 19年度 50歳以下
事業用
ＬＭＴ

総飛行
1000時間以上

× ×

8 浜松市消防局 選考等（免許保有者） 26年度 46歳以下
事業用

ＬＳＴ/ＬＭＴ
総飛行

500時間以上
× ×

9 名古屋市消防局 選考等（免許保有者） 26年度 40歳以下
事業用

ＬＳＴ/ＬＭＴ
総飛行

500時間以上
× ×

10 京都市消防局 選考等（免許保有者） 26年度 55歳以下 事業用
総飛行

500時間以上
× ×

11 大阪市消防局
自主養成

選考等（免許保有者）
26年度 43歳以下

事業用
ＬＳＴ/ＬＭＴ

機長
500時間以上

× ×

12 神戸市消防局
（兵庫県を併任）

選考等（免許保有者） 24年度 40歳以下
事業用
ＬＭＴ

総飛行
1000時間以上

◯ ×

13 岡山市消防局 選考等（免許保有者） 26年度 43歳以下 事業用
総飛行

1000時間以上
× ×

14 広島市消防局 選考等（免許保有者） 24年度 43歳以下 事業用
総飛行

500時間以上
× ×

15 北九州市消防局 選考等（免許保有者） 25年度 45歳以下
事業用
ＬＭＴ

機長
500時間以上

× ×

16 福岡市消防局 選考等（免許保有者） 25年度 50歳以下 事業用
総飛行

500時間以上
× ×

17 秋田県 警察併任 － － － － － －

18 長野県
自主養成

選考等（免許保有者）
26年度 45歳以下 事業用 × × 型式限定解除

19 岐阜県 選考等（免許保有者） 26年度 49歳以下
事業用

ＬＳＴ/ＬＭＴ
総飛行

1000時間以上
× ×

20 高知県 選考等（免許保有者） 26年度 59歳以下
事業用

ＬＳＴ/ＬＭＴ
総飛行

500時間以上
×

750時間
↓

500時間

※LMTー陸上多発タービン機

※LSTー陸上単発タービン機

区分 番号

消防防災ヘリコプターの操縦士の採用条件（自主運航）
直近の採用条件

都
　
道
　
府
　
県

消
　
　
　
防
　
　
　
機
　
　
　
関

養成・採用方法団体
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民間委託運航団体における操縦士の条件 

１ 条件の有無（平成 27 年 4 月消防庁調べ） 

 

 
 

２ 総飛行時間の条件（平成 27 年 4 月消防庁調べ） ※上記 1 で「有」の 27団体が対象 

 
 

３ 保有機体同型機種の飛行時間 ※上記 1で「有」の 27 団体が対象 
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消防防災ヘリコプターの操縦士の養成費用 

 

     対象者区分            資格取得スキーム 

 
                                   
                            

(約 1,000万円) 

  

                   

 

 

                            

(約 1,500万円) 

 

 

 

 
                             
                       

 

 

                       

                       （約 3,500万円） 

                                                

 

 

                            

 

              （約 2,000万円） 

                          

                                         

 

 
                        

     

 

※（）養成費用は、全ての民間養成機関に委託した場合の聞き取り額 

無資格者 ・自家用技能証明 

自家用に供する小型単発ピストン機 

 

・事業用技能証明(単発タービン) 

事業用に供する単発タービン機 

 

・事業用技能証明(多発タービン) 

事業用に供する多発タービン機 

（約 1,500万円） 

・型式限定変更(AS365N3等) 

型式ごとに定められた限定 

（約 2,000万円） 

・型式限定資格(AS365N3等) 

型式ごとに定められた限定資格 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業用単発タービン所持者 

事業用多発タ

ービン所持者 

自家用所持者 

消防防災ヘリ操縦士へ 

（総額約 6,000万円） 

事業用多発タービン 

＋型式限定資格所持者 
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消防防災ヘリコプターの操縦士（自主運航）の中途退職状況 

１ 中途退職の状況（平成 27年 4月消防庁調べ） 

 
※ 神戸市消防局及び兵庫県は、共同運航（併任）のため１団体として計上 

※ 岐阜県（混合・自主運航）を計上 

 

２ 中途退職者の年齢構成（平成 27年 4月消防庁調べ） 

 

３ 中途退職者の転職状況（平成 27年 4月消防庁調べ） 

 
※ 不明は、「不明」若しくは「操縦士として転職していない者」の人数及び割合 

基礎資料１６ 



基礎資料１７

操縦士手当 飛行手当 調整手当

◯ ◯

◯ ◯

◯

◯

区分 番号 団体 操縦士手当 飛行手当 調整手当

1 札幌市消防局 ◯ ◯ ×

2 仙台市消防局 × ◯ ×

3 千葉市消防局 ◯ × ×

4 東京消防庁 × ◯ ×

5 横浜市消防局 ◯ ◯ ×

6 川崎市消防局 ◯ × ×

7 静岡市消防局 ◯ ◯ ×

8 浜松市消防局 × ◯ ◯

9 名古屋市消防局 × ◯ ×

10 京都市消防局 ◯ ◯ ×

11 大阪市消防局 × ◯ ◯

12 神戸市消防局 ◯ ◯ ×

13 岡山市消防局 × ◯ ×

14 広島市消防局 ◯ ◯ ×

15 北九州市消防局 ◯ ◯ ×

16 福岡市消防局 ◯ ◯ ×

17 秋田県 × ◯ ◯

18 長野県 ◯ ◯ ×

19 岐阜県 × ◯ ×

20 高知県 × ◯ ◯

11 18 4

都
　
道
　
府
　
県

消防防災ヘリコプターの操縦士に係る手当について

２団体

５団体

※操縦士手当…出動の有無に関わらず、操縦士の資格を有する者に支給される手当
※飛行手当　 …出動等により航空業務に従事した場合に支給される手当（搭乗手当を含む。）
※調整手当　 …航空業務の従事に関わらず、基本給やその他の手当を合計しても、その人の能力にあった給与額
　　　　　　　　　　　に満たない場合に支給されるもの。
                  　　 その他、勤続年数に応じて支給されるもの。

消
　
　
　
防
　
　
　
機
　
　
　
関

団体数

９団体

４団体

合計

（平成27年4月消防庁調べ） 



技能証明 等級
保有機種

限定変更の有無
機長時間（時間） 総飛行時間（時間）

保有機種における
時間数（時間）

H18 45歳以下 事業用 陸上多発タービン ○ 無 1000時間以上 無

H21 47歳以下 事業用 陸上多発タービン ○ 無 1000時間以上 無

H21 47歳以下 事業用 無 × 無 1000時間以上 無

H25 47歳以下 事業用 無 × 無 1000時間以上 無

Ｈ7 39歳以下 事業用 陸上多発タービン ○ 無 2000時間以上 無

Ｈ10 36歳以下 事業用 無 × 無 1000時間以上 無

Ｈ11 40歳以下 事業用 陸上多発タービン ○ 無 1000時間以上 無

Ｈ12 45歳以下 事業用 陸上多発タービン ○ 無 1000時間以上 無

Ｈ17 50歳以下 事業用 陸上多発タービン ○ 無 1000時間以上 無

Ｈ21 45歳以下 事業用 陸上多発タービン ○ 無 無 無

Ｈ23 45歳以下 事業用 陸上多発タービン ○ 無 無 無

Ｈ26 45歳以下 事業用 陸上多発タービン × 無 無 無

Ｈ27 59歳以下 事業用 陸上多発タービン × 無 無 無

Ｈ3 条件なし 事業用 無 × 無 1000時間以上 無

Ｈ9 ４０歳以下 事業用 陸上多発タービン ○ 無 1000時間以上 無

Ｈ11 ４０歳以下 事業用 陸上多発タービン ○ 有 1000時間以上 無

H５ 33歳以下 事業用 無 × 無 1000時間以上 無

H９ 33歳以下 事業用 無 × 無 500時間以上 無

H15 35歳以下 事業用 無 × 無 500時間以上 無

H16 35歳以下 事業用 無 × 無 500時間以上 無

H19 35歳以下 事業用 無 × 無 500時間以上 無

H21 35歳以下 事業用 無 × 無 500時間以上 無

H21 35歳以下 事業用 無 × 無 500時間以上 無

H24 43歳以下 事業用 無 × 無 500時間以上 無

H25 43歳以下 事業用 無 × 無 500時間以上 無

H26 43歳以下 事業用 無 × 無 500時間以上 無

H13 35歳以下 事業用 無 × 無 無 無

H16 39歳以下 事業用 無 ○ 無 2500時間以上 200時間以上

H27 38歳以下 事業用
陸上多発タービン
又は単発タービン

× 無 1000時間以上 無

6 【静岡市消防局】 H20 50歳以下 事業用 陸上多発タービン × 無 1000時間 無

Ｈ21 59歳以下 事業用 陸上多発タービン ○ 無 500時間以上 無

H26 46歳以下 事業用
陸上多発タービン
又は単発タービン

× 無 500時間以上 無

S47 無 事業用 無 × 無 無 無

H13 40歳以下 事業用 無 × 無 無 無

H19
45歳以上
55歳以下

事業用 無 × 1,000時間以上 3000時間以上 無

Ｈ23 57歳以下 事業用 無 ○ 無 2000時間以上 無

Ｈ23 57歳以下 事業用 陸上多発タービン × 無 2000時間以上 無

H25 40歳以下 事業用 陸上多発タービン × 無 無 無

Ｈ25 40歳以下 事業用
陸上多発タービン
又は単発タービン

× 無 無 無

Ｈ26 40歳以下 事業用
陸上多発タービン
又は単発タービン

× 無 500時間以上 無

H22 40歳以下 事業用 無 × 無 無 無

H25 45歳以下 事業用 無 × 無 無 無

H26 55歳以下 事業用 無 × 無 500時間以上 無

H17 41歳以下 事業用 陸上単発タービン × 1,000時間以上 1500時間以上 無

H22 42歳以下 事業用 陸上多発タービン × 無 500時間以上 無

H26 43歳以下 事業用
陸上多発タービン
又は単発タービン

× 500時間以上 無 無

1

2

3

4

5

7

8

9

10 【大阪市消防局】

【千葉市消防局】

【札幌市消防局】

【京都市消防局】

【仙台市消防局】

※　平成26年度中に2度操縦士の選考
を行った。1度目で2名合格し、2度目で1
名が合格した。平成26年度の3名の合
格者のうち、1度目の選考で合格した2
名のうち1名をＨ26年度に採用し、その

他の2名をＨ27年度に採用した。

団体名

消防防災ヘリコプターの操縦士に係る採用条件の変遷について

【横浜市消防局】

【川崎市消防局】

【浜松市消防局】

【名古屋市消防局】

操縦士資格の条件 回転翼航空機における飛行時間の条件
採用
年度

年齢
条件

基礎資料１８ 



技能証明 等級
保有機種

限定変更の有無
機長時間（時間） 総飛行時間（時間）

保有機種における
時間数（時間）

団体名

操縦士資格の条件 回転翼航空機における飛行時間の条件
採用
年度

年齢
条件

H6 36歳以下 事業用 無 × 無 1400時間以上 無

H8 36歳以下 事業用 無 × 無 1400時間以上 無

H9 35歳以下 事業用 無 × 無 1300時間以上 無

H13 38歳以下 事業用 無 × 無 1500時間以上 無

H14 36歳以下 事業用 無 ○ 無 1500時間以上 無

H16 35歳以下 事業用 無 ○ 無 無 無

H20 35歳以下 事業用 無 ○ 無 無 無

H21 40歳以下 事業用 無 ○ 無 無 無

H23 40歳以下 事業用 陸上多発タービン × 無
単発タービン400時間以上
多発タービン時間不問

無

H24 38歳以下 事業用 陸上多発タービン × 無 400時間以上 無

H24 40歳以下 事業用 陸上多発タービン ○ 無 1000時間以上 無

H8 45歳以下 事業用 無 × 無 1000時間以上 無

H26 43歳以下 事業用 無 × 無 1000時間以上 無

H1 無 事業用 無 × 無 1000時間以上 無

H7 無 事業用 無 × 無 1000時間以上 無

H10 無 事業用 無 × 無 1000時間以上 無

H14 無 事業用 無 × 無 1000時間以上 無

H22 43歳以下 事業用 無 × 無 500時間以上 無

H24 43歳以下 事業用 無 × 無 500時間以上 無

Ｈ１４ 45歳以下 事業用 無 × 1000時間以上 無 無

Ｈ１６ 40歳以下 事業用 無 × 1000時間以上 無 無

Ｈ２５ 45歳以下 事業用 無 × 500時間以上 無 無

S49
Ｓ50

45歳以下 事業用 無 × 無 1000時間以上 無

Ｈ1 40歳以下 事業用 無 × 無 2000時間以上 無

Ｈ11 40歳以下 事業用 無 × 1000時間以上 2000時間以上 無

Ｈ12 35歳以下 事業用 無 × 1000時間以上 無 無

Ｈ18 39歳以下 事業用 無 × 650時間以上 1000時間以上 無

Ｈ20 無 事業用 無 × 無 500時間以上 無

Ｈ23 43歳以下 事業用 無 × 無 500時間以上 無

Ｈ25 50歳以下 事業用 無 × 無 500時間以上 無

H２０～　　　H２１ 無 事業用 陸上単発タービン × 無 無 無

H２２～　　　H２４ 無 事業用 陸上多発タービン ○ 無 1000時間以上 無

H２５ 無 事業用 陸上多発タービン ○ 無 1000時間以上 無

H２５ 無 事業用
陸上多発タービン
又は単発タービン

× 無 1000時間以上 無

H２６ 無 事業用 陸上多発タービン ○ 無 無 無

H２６ 45歳以下 事業用 無 × 無 無 無

H２７～ 35歳以下 無 無 × 無 無 無

H8 46歳以下 事業用 陸上多発タービン × 無 無 無

H22 無 事業用 陸上多発タービン × 無 無 無

H25 48歳以下 事業用 陸上多発タービン × 無 1000時間以上 無

H26 49歳以下 事業用
陸上単発タービン
又は多発タービン

× 無 1000時間以上 無

H７ 49歳以下 事業用
陸上多発タービン
又は単発タービン

× 無 無 無

Ｈ８ 49歳以下 事業用
陸上多発タービン又はこれと同
程度以上の能力を有する者

× 無 無 無

Ｈ１９ 39歳以下 事業用
陸上多発タービン
又は単発タービン

× 無 1000時間以上 無

Ｈ２３ 59歳以下 事業用 陸上多発タービン × 無 2000時間以上 無

Ｈ２４ 59歳以下 事業用 陸上多発タービン × 無 2000時間以上 無

Ｈ２４ 59歳以下 事業用
陸上多発タービン
又は単発タービン

× 無 750時間以上 無

Ｈ２５ 59歳以下 事業用
陸上多発タービン
又は単発タービン

× 無 750時間以上 無

Ｈ２６ 59歳以下 事業用
陸上多発タービン
又は単発タービン

× 無 500時間以上 無

※　東京消防庁については、一般競争試験により、採用した職員を自主養成しているため、操縦士として採用する条件はない。
※　秋田県については、共同運航により、秋田県警の操縦士が併任しているため、操縦士として採用する条件はない。

【高知県】

11

18

【神戸市消防局】
※　兵庫県含む

15

【岡山市消防局】

【広島市消防局】

17 【岐阜県】

16

【福岡市消防局】

【長野県】

【北九州市消防局】

12

13

14



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業用操縦士（回転翼）技能証明保有者の技能証明取得時の年齢 

 １ ヘリコプター操縦士資格取得者の年齢構成 

２ 若手（２０代）ヘリコプター操縦士の就職状況 

（年齢） 

（人数） 

（年齢） 

（人数） 

CPL保有者数 

事業等従事者数 

（平成２５年１月１日現在、防衛省関係は含まず） 

（出典：航空局調べ） 

（出典：航空局調べ） 

（平成１６～２６年に事業用操縦士（回転翼）を取得した者３３５名（防衛省含まず）のデータ） 

平均年齢：28.7歳 

事業等従事者 51人／84人＝60.7％ 
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Pt. 運航体制 組織 運航機数 運航団体

1 消防機関 8 東京消防庁

2 消防機関 2 大阪市

2
8都市（札幌市、仙台市、千葉市、横浜市、川崎市、
　　　 名古屋市、京都市及び福岡市）

1 5都市（静岡市、浜松市、岡山市、広島市及び北九州市）

4 都道府県 1 長野県

5 都道府県 2 高知県

6 都道府県 1 秋田県

7 消防機関 2 神戸市

8 都道府県 1 兵庫県

9 混合（自主・委託） 都道府県 2 岐阜県

3 埼玉県

1

33道県（北海道、青森県、岩手県、宮城県、山形県、
　　　　福島県、茨城県、栃木県、群馬県、新潟県、
　　　　富山県、石川県、福井県、山梨県、静岡県、
        愛知県、三重県、滋賀県、奈良県、和歌山県、
        鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、
        徳島県、香川県、愛媛県、長崎県、熊本県、
　　　　大分県、宮崎県及び鹿児島県）

3

消防防災航空隊55団体における操縦士の養成・確保方法の組み合わせパターン

養成・確保方法

自主運航

自主養成

自主養成＋操縦士選考

自主養成＋操縦士選考

操縦士選考

警察併任

操縦士選考 消防機関

10 民間委託運航(34道県) 都道府県

自主運航（共同）
操縦士選考

神戸市消防局併任（兵庫県のみ）

自主運航については操縦士選考
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都道府県 運航団体 航空隊名称 運航機体数 運航形態 運航基地

北海道 北海道防災航空隊 1 委託 丘珠飛行場

札幌市消防局 札幌市消防航空隊 2 自主 札幌消防石狩ヘリポート

宮城県 宮城県防災航空隊 1 委託 仙台空港

仙台市消防局 仙台市消防航空隊 2 自主 仙台空港

横浜市消防局 横浜市消防局航空隊 2 自主 横浜ヘリポート

川崎市消防局 川崎市消防航空隊 2 自主 東京ヘリポート

静岡県 静岡県消防防災航空隊 1 委託 静岡ヘリポート

静岡市消防局 静岡市消防航空隊 1 自主 静岡ヘリポート

浜松市消防局 浜松市消防航空隊 1 自主 浜松消防ヘリポート

愛知県 愛知県防災航空隊 1 委託 名古屋飛行場

名古屋市消防局 名古屋市消防航空隊 2 自主 名古屋飛行場

兵庫県 兵庫県消防防災航空隊 1 自主（共同） 神戸ヘリポート

神戸市消防局 神戸市航空機動隊 2 自主（共同） 神戸ヘリポート

岡山県 岡山県消防防災航空隊 1 委託 岡南飛行場

岡山市消防局 岡山市消防航空隊 1 自主 岡南飛行場

広島県 広島県防災航空隊 1 委託 広島空港

広島市消防局 広島市消防航空隊 1 自主 広島ヘリポート

北九州市消防局 北九州市消防航空隊 1 自主 北九州空港

福岡市消防局 福岡市消防航空隊 2 自主 福岡空港

※　同一基地で運航（静岡県については、静岡県消防防災航空隊と静岡市消防航空隊）

２以上の消防防災航空隊が存する都道府県

7 　岡山県　※

8 広島県

1 北海道

2 　宮城県　※

3 神奈川県

9 福岡県

4 　静岡県　※

5 　愛知県　※

6 兵庫県
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